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要旨： 

これまで同性パートナーシップ制度に関する研究の多くは欧米が中心となり、制度を容認する

側の意見が大きく取り上げられてきた。そこで本研究では、2022年1月～7月の期間に、日本で

同性パートナーシップ制度を開始した自治体に寄せられたパブリックコメントを調査し、制度

に反対する人々の「反対する理由」について明らかにすることを目的とした。調査を通して、

これまでは制度に反対しているというだけで「差別的」と括られがちだった人々の重要視する

論点を抽出し、今後検討が必要な観点を提示することを試みた。調査の結果、反対意見は16項

目に分類することができ、最も多く挙げられた反対意見は、当事者に関する偏見ではなく「制

度導入の速度、情報/議論不足に関すること」であり、話し合い不足のまま制度が導入されてい

くことによる不安が強くあることが明らかになった。 

 

キーワード： 

同性パートナーシップ制度、同性愛、同性婚、パブリックコメント 

1. 研究の背景 

1960 年代にアメリカでゲイ解放運動が勃興してから、同性愛者に関するさまざまな権利保障

の取り組みが世界中で展開されてきた。その中でも同性カップルに対する法的保障は、1989 年

にデンマークでの「ドメスティック・パートナーシップ制度」の採択を皮切りに、北米やヨー

ロッパを中心に推進された。2000 年以降には、婚姻を同性カップル間にも認める「同性婚」の

流れが世界的に広まり、2022 年 7 月 1 日までに世界 31 ヵ国で同性婚が認められるに至ってい

る。このような世界的な同性パートナーに対する法的保障の流れに影響を受け、日本では 2015

年に初めて渋谷区と世田谷区で同性パートナーシップ条例が導入され、現在では全国 223 の自

治体（2022 年 7 月 1 日時点）でパートナーシップ制度が取り入れられている。 

しかし、こうした同性カップルへの法的保障は、様々な反対意見に晒されてきた。たとえ

ば、アメリカとカナダで行われた調査では、特に宗教的な背景からなる性的偏見が同性婚への

反対意見に繋がっている（Jojanneke van der Toorn et al.［2017］）とされている。また、風間

[2003]は、アメリカ・バーモント州の同性婚訴訟を例に挙げ、「同性カップルは単に生殖や育

児をともなわないという理由で婚姻を否定されるのではない。近代社会における人間の(再)生
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産が,規範的異性愛家族のもとでジェンダーの(再)生産に寄与しなければならないがゆえに,その

条件を満たさないものとして否定されるのである」（風間 [2003:40]）とし、規範的異性愛家

族に組み込まれたジェンダーの(再)生産の思考が、同性カップル排除へ影響していると考察し

ている。 

上記のように、海外における同性パートナーへの法的保障は特に宗教的な背景からなる異性

愛規範・ジェンダー役割の規範を中心に反対される例が多く、風間の論をはじめ、日本におけ

る同性カップルへの法的保障をめぐる議論は、そうした海外の事例を参照しながら展開される

ものが主であった（善積 [1995],笠原 [2007]）。しかし、堀江[2010]は、日本における同性パ

ートナーへの法的保障について、欧米の状況や法、理論を用いて応えようとする流れに疑義を

呈す。堀江は、同性間の法的保障に反論する意見（＝同性愛に反対する意見ではない。堀江は

「同性愛者の人権擁護――少なくともレズビアン／ゲイに関する社会運動の内部もしくは支持

――の立場からの「反論」である」としている）を分析し、日本独自の法制度（戸籍制度）の

問題や、その背景にある天皇制の問題について見過ごされてきた点を指摘する。日本にある

「戸籍制度」は「家」意識を残存させ、家父長制を温存する装置であり、同性婚以前に様々な

差別（性差別，婚外子差別，部落差別，外国人差別など）の温床となっているという。このよ

うな堀江の指摘は欧米とは違う日本独自の夫婦関係や家族制度の存在を示唆するものであり、

日本の「同性パートナーシップ制度」に反対意見をもつ人々へも影響があると考えられる。 

また、日本において数少ない「同性婚への反対意見」を取り上げた研究として、清水[2008]

がある。清水は、日本において同性婚に反対する7つの論点を提示し、反対意見への反駁を試

みた（7つの論点：①「婚姻とはそもそも『男女』による『生殖』を伴うものである」、②

「同性愛者が増加し、種の存続に危機が生じる」、③「子の福祉への悪影響がある」、④「法

的保障など必要ない」、⑤「同性婚などの法的保障の前にやるべきことがあるのでは？」、⑥

「同性婚以外の保障方法で十分である（または、その方が望ましい）」、⑦「婚姻制度を放棄

すべき」）。しかし、清水の提示する反対の論点は、実証的な研究から見出されたものではな

く、反対する人々が本当に清水の論点を重要視しているのか、挙がっている論点だけが反対を

する理由なのか、実態は不明瞭である。清水の論文は2008年に書かれたものであり、同性パー

トナーシップ制度が日本で初めて施行された2015年からさらに期間が経過した現在（2022年7

月時点）では、社会状況が大きく異なることが予想される。 

そのため、日本において同性カップルへの法的保障をめぐる反対意見の現状を調査すること

は、日本における婚姻制度や夫婦・家族の在り方についての現在の実態を把握するとともに、

パートナーシップ制度が広く全国に広まりつつある中で、実態が伴わない議論によって推進派

と保守派の分断が深まる可能性を軽減し、両派にとって考えるべき論点を提示するという意義

がある。 
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2. パートナーシップ制度に対する反対意見の調査 

2-1. 調査目的 

本研究は、2022年1月～7月までの期間でパートナーシップ制度施行に至った自治体に寄せら

れた反対意見を調査し、現在の日本における反対意見の実態について明らかにすることを目的

とする。 

 

2-2. 調査方法 

―対象 

本調査では、2022年1月1日～7月1日までにパートナーシップ制度が施行された自治体の中

で、市民からパブリックコメントを集めインターネット上に公開しており、かつ、「パートナ

ーシップ制度」の策定に反対する意見があった10カ所（埼玉県熊谷市、千葉県市川市、千葉県

習志野市、東京都荒川区、東京都多摩市、神奈川県平塚市、静岡県静岡市、愛知県岡崎市、兵

庫県姫路市、鹿児島県鹿児島市）の自治体を対象とする。 

上記10カ所の自治体を取り上げた理由について、まず、2022年1月1日～7月1日までの間でパ

ートナーシップ制度を施行した自治体は全体で82カ所であった（以下、表内参照）。そのう

ち、パブリックコメントが公表されているのは24カ所であり、さらにそのうち14カ所の自治体

では「パートナーシップ制度策定に向けた反対意見」は見られなかったため本調査から除外

し、反対意見のあった該当の10カ所の自治体を取り上げることとした。 

 

＜2022年1月～7月1日までにパートナーシップ制度が施行された自治体（82カ所）＞ 

※パブリックコメントがネット上で閲覧可能な自治体には名称の後に「（パ）」と記載 

※パブリックコメントがネット上で閲覧可能かつパートナーシップ制度の策定に反対する意見

があった自治体には、名称の後に「（パ・反）」と記載 

北海道函館市、北海道北見市（パ）、北海道江別市、青森県、秋田県、秋田県秋田市、栃木

県野木町、群馬県吉岡町、埼玉県熊谷市（パ・反）、埼玉県所沢市、埼玉県飯能市、埼玉県

深谷市、埼玉県八潮市（パ）、埼玉県富士見市（パ）、埼玉県日高市、埼玉県吉川市

（パ）、埼玉県ふじみ野市（パ）、埼玉県吉見町、埼玉県鳩山町、埼玉県横瀬町、埼玉県美

里町、埼玉県神川町、埼玉県上里町、埼玉県宮代町、千葉県市川市（パ・反）、千葉県習志

野市（パ・反）、東京都北区、東京都荒川区（パ・反）、東京都武蔵野市（パ）、東京都多

摩市（パ・反）、神奈川県平塚市（パ・反）、神奈川県厚木市（パ）、神奈川県海老名市、

神奈川県綾瀬市（パ）、神奈川県寒川町（パ）、神奈川県大磯町（パ）、神奈川県二宮町

（パ）、神奈川県中井町、神奈川県山北町、神奈川県開成町（パ）、神奈川県愛川町、長野

県駒ヶ根市、岐阜県関市、静岡県静岡市（パ・反）、静岡県湖西市、愛知県岡崎市（パ・
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反）、愛知県春日井市、愛知県豊川市（パ）、愛知県蒲郡市、愛知県新城市、愛知県高浜

市、愛知県田原市、京都府福知山市、大阪府茨木市、兵庫県姫路市（パ・反）、兵庫県たつ

の市、鳥取県境港市、岡山県笠岡市、広島県三原市、広島県廿日市市、広島県府中町、徳島

県鳴門市、徳島県阿南市、徳島県美馬市、香川県坂出市、香川県観音寺市、香川県さぬき

市、香川県宇多津町、香川県綾川町、香川県琴平町、香川県まんのう町、高知県土佐清水

市、福岡県福岡県、福岡県福津市、福岡県粕屋町（パ）、佐賀県上峰町、大分県竹田市、大

分県豊後大野市、宮崎県日向市、宮崎県西都市、宮崎県門川町、鹿児島県鹿児島市（パ・

反） 

パートナーシップ制度が施行された自治体の情報については、「認定特定非営利活動法人 虹

色ダイバーシティの『渋谷区・虹色ダイバーシティ 全国パートナーシップ制度共同調査』で集

約された『【集計用Excelデータ】20220630_date』」に記載のある自治体を基準として調査を

行った。 

 

―方法 

以下の手順でパブリックコメントの反対意見を抽出・カテゴリー分けした。 

①2022年1月1日～7月1日の調査期間内にパートナーシップ制度が施行された82自治体のう

ち、パブリックコメントを募集しており、かつ、パブリックコメントの内容がネット上で公表

されている24自治体を抽出した。 

②24自治体に寄せられたパブリックコメントの数を集計すると1025件であった。 

③集計した1025件のパブリックコメントのうち、パートナーシップ制度の策定について反対

する意見を抽出した。反対意見は10自治体で187件あった。 

④187件あった反対意見内に理由が複数ある場合には理由ごとに意見を分け、あらためて集

計した。集計数は298件となった。 

※④の分類例：以下の反対意見からは４つを抽出し、４つの意見とした。 

性的少数者の方たちなど、すべての人の基本的人権は守られるべきだと思います。但し、パ

ートナー制度には明確に反対します。この制度は（1）同性婚合法化につながる可能性があ

ります。憲法にあるように、（2）結婚は「男女」以外は認められません。(３)違憲な制度

を市が進めることには反対です。好きであれば誰でもいいと言うことになれば、社会の根幹

である結婚制度が狂い出します。市は、国や社会の根幹にかかわる(4)婚姻制度を揺るがす

ような制度は作るべきではないと思います。 

 

⑤298件をその内容から59項目に分けた（小区分分類）。 

⑥最後に、59項目の意見をさらに16の範疇にまとめた（大区分分類）。 

なお、本調査は、各地方自治体があらかじめ調査を行い取りまとめたデータを使用している

ため、②で示した1025件の意見は、1025人の意見であるとは限らず、地方自治体によっては１

人の意見をいくつかに分けている可能性がある。また、ネット上で公開されているパブリック
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コメントは全地域のうちの一部であり、2022年1月1日～7月1日にパートナーシップ制度が施行

された全地域の反対意見を網羅することはできなかったため、あくまで今回取り上げる10自治

体のみの反対意見の実態であることは注意する必要がある。加えて、パブリックコメントの特

性上、反対意見を持つ人々の背景について理解を深め、問題意識を共有するまでの調査は難し

い状況であった。そのため、反対意見を持つ人々が「なぜ、どのような理由から反対するの

か」というより深い個人・社会的背景への調査については、今後の研究の課題としたい。 

 

2-3. 調査結果 

各自治体の制度及びパブリックコメントの概要 

本調査では、以下10カ所の自治体（埼玉県熊谷市、千葉県市川市、千葉県習志野市、東京都

荒川区、東京都多摩市、神奈川県平塚市、静岡県静岡市、愛知県岡崎市、兵庫県姫路市、鹿児

島県鹿児島市）の分析を行った。該当の自治体のパートナーシップ制度及びパブリックコメン

トに関する情報は図1に示す通りである。 

10カ所の自治体を地方区分に分けると、関東地方（6カ所）、中部地方（2カ所）、関西地方（1

カ所）九州地方（1カ所）と、関東地方が多くを占める結果となった。これは、パブリックコメ

ントを公表している自治体が関東圏に寄っている影響が大きいと考えられる（82自治体全体：北

海道（3カ所）、東北地方（3カ所）、関東地方（35カ所）、中部地方（11カ所）、関西地方（4

カ所）、中国地方（4カ所）、四国地方（11カ所）、九州地方（10カ所））。 

また、パートナーシップ制度自体は、東北地方や中国地方、四国地方においても3つ以上の地

域で施行されているが、いずれの3地方でもパブリックコメントの収集及び公表は見られなかっ

た。石原[2017]の同性愛に対する寛容性に関する地域調査では、「同性愛に対する寛容性得点」

の平均値の低い地域として東北地方・中国地方・四国地方の3地方が示されており、各自治体が

地域の特性を加味し、パブリックコメントでの意見収集自体を事前に避けた可能性もある。その

ため、今回調査した10カ所の自治体以外にも反対意見が挙がっている可能性は高いだろう。 
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図1 パートナーシップ制度及びパブリックコメントに関する情報 
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自治体の規模は、市が9カ所、区が1カ所（東京都荒川区）でそれぞれの地域の人口は15万人

程度～70万人程度、意見募集期間は15日間～40日間、と大きな開きが見られるものの、パブリ

ックコメントとして寄せられた意見数及び反対意見の数への相関は見られなかった。ただし、

鹿児島県鹿児島市については、パートナーシップ制度に関する資料を閲覧できる場所が160カ

所と他地域に比べると多かったため、意見数が多く挙げられた可能性が考えられる。 

パートナーシップ制度自体に関して言えば、制度の名称は、①「同性パートナーシップ制

度」（東京都荒川区）②「パートナーシップ制度」（東京都多摩市）、③「パートナーシップ

宣誓制度」（鹿児島県鹿児島市、埼玉県熊谷市、東京都平塚市、静岡県静岡市）、④「パート

ナーシップ・ファミリーシップ制度」（千葉県習志野市、愛知県岡崎市）⑤「パートナーシッ

プ・ファミリーシップ届出制度」（千葉県市川市）の5種類に分けられる。このような変遷か

らは、日本でのパートナーシップ制度が、対象者や要件を広げていることが読み取れる。2015

年に日本で初めて同性パートナーシップ制度が導入された渋谷区では、その対象者を「同性カ

ップル」のみに限定していたが、本調査の10自治体の内、「同性のみ」を対象としたパートナ

ーシップ制度は東京都荒川区のみであり、これは2022年7月1日まで制度導入をした82自治体全

体で見ても唯一の自治体となる。つまり、同性カップルへの保障を名目としてスタートした

「同性パートナーシップ」制度ではあるが、現在はそのほとんどが同性カップル以外も対象と

している。 

また、制度の根拠となる規則の種類は、条例か要綱のどちらかであり、9カ所（埼玉県熊谷

市、千葉県市川市、千葉県習志野市、東京都荒川区、東京都多摩市、神奈川県平塚市、静岡県

静岡市、兵庫県姫路市、鹿児島県鹿児島市）は要綱での制定、愛知県岡崎市のみが条例での制

定であった。制度の対象者（要件）は、全体に共通して「年齢：成年であること」「住民登

録：（一方または双方が）市/区内に在住していること」「関係：近親者でないこと」「パート

ナーの存在：双方に配偶者/パートナーがいないこと」の4点が挙げられた。ただし、配偶者に

ついては、婚姻関係のみか事実婚関係も含むかは、自治体ごとに差が見られた。 

加えて、近親者については、パートナー関係で養子縁組を行っていた者であれば近親者から

は除外する自治体も存在した。対象者に差が見られた項目としては、「当事者同士の婚姻な

し」（静岡県静岡市）、「同性パートナー関係である」「他に同性パートナーシップ関係な

し」（東京都荒川区）「受理証明書の取消し無し：偽りその他不正の手段により、受理証明書

等の交付を受けた、又は受理証明書等を改ざんし、又は不正に使用したことにより受理証明書

を取り消されたことがないこと」（愛知県岡崎市）、「ファミリーシップの届出は、双方又は

一方に未成年の子がいること」（千葉県石川市）、「相手と同居か同居予定あり」「ファミリ

ーシップ宣言の場合、未成年の子と同居義務」（千葉県習志野市）が挙げられた。 

パブリックコメントの収集については、意見の募集期間は15日間～40日間で、平均して30日

前後の自治体が多くあった。意見の提出方法は、主に「持参」「郵便」「ファクシミリ」「電子

申請」が取り入れられており、一部「電子メール」で提出可能な自治体もあった。閲覧場所につ

いては自治体によって差が大きく、東京都平塚市の「市ホームページ」のみでの閲覧もあれば、
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鹿児島県鹿児島市は、市政情報コーナーや各支所など含め166カ所の閲覧場所を設置しており、

広報が広範囲に及んでいる結果として意見の総数が多くなった可能性もある。 

 

パートナーシップ制度に対する反対意見 

本調査対象の10自治体で集計されたパブリックコメント総数は812件であった。そのうち「パ

ートナーシップ制度の策定に反対する意見（※パートナーシップ制度を容認の上で、制度の一部

について改善策や懸念点を提示する意見などは除外）」は187件であった。187件の反対意見の

内容を細かな要素に分けて集計すると298件の意見が挙げられた。298件を同意見ごとに分類し、

小区分として59件の意見としてまとめたものは図2に示す通りである。さらに59件を大区分に分

類し、最終的に16項目が抽出された（図3、図4）。 
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図2 反対意見（小区分：59項目） 
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図3 反対意見の分類表 
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図4 反対意見（大区分：16項目） 
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反対意見の調査（大区分）で最も多く挙げられた意見は「制度導入の速度、情報/議論不足に

関すること」（75件）であった。具体的には「議会で議論すべき/議論不足」「制度の内容が不

明瞭/説明不足」「慎重な検討が必要/今ではない」「国の見解を待つべき」という意見で、全体

の約4分の1（25.1%）を占めている。この結果から、そもそもパートナーシップ制度について理

解できていない人も多く、議会などで十分な検討がなされないまま、制度の導入だけが進むこと

に不安を感じる人々が多いと考えられる。 

反対意見として次に多く挙げられたのは、「制度の必要性に関すること」（49件）で、「当事

者が望んでいるのかわからない」「利用に必要性を感じない」という意見が多く見られた。「利

用者（当事者）の要望」が具体的に見えずに、当事者の持つ問題意識や、問題の解決策としてパ

ートナーシップ制度を導入するという意義が共有できず、必要性に対して懐疑的になる人々や、

特に当事者でない人々には制度の利点に想像が及ばない可能性もある。 

また、25件前後の意見として、「婚姻制度・戸籍に関すること」（29件）「性的指向・性自認・

性の多様性に関すること」（27件）「家庭・家族に関すること」（24件）が挙げられた。「（男

女の）婚姻制度や家族制度が崩れる」といった内容は、アメリカ（小泉[2017]）や台湾（徐[2018]）

など、すでに同性婚が容認された国々でも多く見られる意見であるが、日本でも同様に重要視さ

れていることがわかった。小区分に示された意見からは、パートナーシップ制度自体への反対以

上に、パートナーシップ制度が認められることで、「重婚」「一夫多妻」「近親婚」「事実婚」

「夫婦別姓」など、様々な婚姻関係や夫婦関係が生まれ得る可能性に対しての危惧が強く、晩婚

や離婚に問題意識を持ち、一生独身で過ごす異性愛者への支援要請の声も複数見られた。「性的

指向・性自認・性の多様性」については、そもそも同性愛や性別違和を始め、多様な性の捉え方

や存在自体に対して懐疑・否定的な意見が複数見られ、「性」自体への捉え方・考え方のばらつ

きが多い結果となった。 

 次いで、15件前後の意見としては、「子どもに関すること：育てる」（17件）「憲法・法律に

関すること」（14件）と「子どもに関すること：産む」（12件）が挙げられた。憲法・法律につ

いては、特に憲法24条の「両性の合意のみに基いて成立」という点と、「法的根拠のないパート

ナーシップ制度が婚姻と同等の権利がある点に矛盾が生じており、法律に抵触するのではない

か」という点に言及する意見が見られた。 

子どもに関しては、子を産むことに関する意見と、子育てに関する意見に差異が見られたため、

同じ「子」に関することだが分けて集計を行った。子を“産む”時点での反対意見については、「同

性同士では子どもを産めない」という点から、「少子化へつながる」という論調へ繋げる意見が

多く見られた。また、少子化に繋がるからこそ、「同性愛が増える」可能性を危惧し、子育ての

側面として、「男女のジェンダー役割を両親から学ぶことで子どもが健全に育つ」と考える意見

も見られた。違う観点としては、「虐待や離婚が生じた場合、パートナーシップ制度では子ども

の人権を守ることができないのではないか」という子を守る義務という側面からの懸念が示さ

れた。 

10件以下の意見としては、「非当事者の生きづらさに関すること」（10件）として、当事者を
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受け入れられないことで逆差別の恐れがあることが挙げられ、「性的少数者といえば議論さえ許

されない」という恐れや、少数者が特別・優越的になることに不安感を覚える意見も見られた。

「パートナーシップ制度以外の施策に関すること」（10件）としては、性的少数者の啓発につい

て積極的に進めるなど、パートナーシップ制度以外の方法を先に検討するべきであるという意

見があった。こちらの意見は、制度に対して否定的な立場（パートナーシップ制度以外の方法を

取るべきだ）も、肯定的な立場（パートナーシップ制度を先に導入しても、まだ人々の理解が追

いつかずに当事者もかえって傷つく）も存在しており、6件の意見があった「性的少数者の生き

づらさに関すること」の中の、「当事者が特別視され、かえって差別される」という意見とも繋

がる部分が見られた。 

「犯罪の懸念に関すること」（9件）では、漠然と「犯罪が増える」という意見と、トランス

ジェンダー女性が女性のスペースを使用することに対しての懸念が挙げられ、パートナーシッ

プ制度がそれを後押しするという論調が複数見られた。「手続き上の問題/行政の仕事に関する

こと」（8件）については、具体的な手順の煩雑さについて意見がなされた。「政治的な立場に

関すること」（3件）、「日本の伝統・文化・価値観に関すること」（3件）については、一部地

域のみ（鹿児島市のみ）の意見が見られた。ただし、3件ともパートナーシップ制度について「特

定の政党の政治思想/国家破壊に繋がる」という文脈で使用されており、近しい関係の者がコメ

ントをした可能性がある。そのため、地域による差異であるとは言い難い。日本の伝統や文化の

少数意見ではあるが「制度の対象者に関すること」（1件）として、同性以外にもパートナーシ

ップ制度の枠組みを広げてほしい要望も見られたが、パートナーシップ制度の名称及び対象者

の全国的な広がりにより、このような意見は少なくなりつつあると考えられる。 

 

3. おわりに 

これまでの研究では同性カップルへの法的保障をめぐる反対派の意見は、たんなる「反対意

見」としてまとめられ、 “何を問題として捉え反対しているのか”が不明瞭なままとなってい

た。調査の結果、反対意見は16の項目に分類することができ、中でも「制度導入の速度、情報

/議論不足に関すること」として、制度の説明不足や議論不足が反対意見に大きな影響を与えて

いることが判明した。パートナーシップ制度をめぐる議論では、いかにして市民に伝わるよう

な情報の伝達・問題意識の共有をできるかが、重要であるといえるだろう。 
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Analysis of public comments against the same-sex 

partnership system 1 

 

TERUMASA Katsumata 

Abstract: 

Until now, most of the research on same-sex partnership systems has been conducted overseas 

(especially in Europe and the United States), and has largely focused on the opinions of those 

who approve of the systems. Therefore, the purpose of this study was to investigate public 

comments received by local governments that launched same-sex partnership systems in Japan 

during the period from January to July 2022, and to clarify the "reasons for opposition" of those 

who oppose the systems. Through the survey, we attempted to extract the important points of 

view of those who have tended to be labeled as "discriminatory" simply because they are opposed 

to the system, and to present the viewpoints that need to be examined in the future. The survey 

results showed that opposition could be classified into 16 categories, and that the most 

frequently cited opposition was not prejudice against the people concerned, but rather "concerns 

about the speed of introduction of the system and lack of information/discussion," indicating a 

strong sense of anxiety about the system being introduced without sufficient discussion. 
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